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研究要旨 

認知症に至るリスク因子と報告されている「物忘れ」と保護的因子と期待されてい

る社会参加や社会的つながり指標に着目し，その関連性について検証を行った． 

2013年に実施された日常生活圏域ニーズ調査のデータ，109市町村（N=359,822人）を

対象とした．各市町村別に①物忘れあり，②社会参加，③社会的ネットワーク，④社会

的サポートの割合を用い分析を行った． 

その結果，①「物忘れがある」と答えた人の割合は，市町村間に，最大で29.4%ポイ

ント（7.8％-37.2％），社会参加割合では，スポーツ関係の会には32.1%ポイント（10.

8％-42.9％），趣味の会には30.3％ポイント（20.3％-50.6％）の市町村間格差が見ら

れた．②物忘れのある人の割合と，社会参加や社会的つながりには，例えば趣味の会（r

=-0.64）やスポーツの会（r=-0.58）への参加割合，仕事をしている人の割合（r=-0.36）

などと中程度の負の相関が見られる（p<.001）など，社会参加が多い市町村で物忘れの

ある人の割合が少なかった． 

今回の結果から，物忘れや社会参加割合などの指標には市町村間で有意な差が見ら

れ，物忘れと趣味の会やスポーツの会などへの社会参加割合との間には相関があること

が明らかになった． 

 

 

A. 研究目的 

認知症高齢者は 2012年に約 462万人を超え，

2025 年には約 700 万人になると予測されてお

り，効果的な認知症予防対策が求められてい

る．認知症のリスクは個人の生物学的因子に

着目した研究が多くなされてきた 1-3)．認知症

の初期から，軽度の物忘れが見られ，それが

意欲の低下ややる気のなさ，周囲への興味や

関心の薄れに繋がるとされている 1-2)．1990

年代以降，認知症の心理・社会的な要因とし

て，社会的ネットワークや趣味などの社会参

加との関連性も報告されている 4-6)． 

社会参加による介護予防に着目した先行研

究では，社会参加割合や要介護リスク割合に

は大きいものでは 2 倍を超える市町村格差が

見られること 7-8)，スポーツの会参加割合が高

い地域では転倒率が低いこと 9)，スポーツの

会などに参加する高齢者では転倒 10)や要介護
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認定率が市町村レベルでも 11)，個人レベルで

も低いこと 12)などが報告されている． 

それらを受け厚生労働省は，「健康日本 21

（第二次）」で，介護予防ではハイリスクの

個人を対象とする二次予防から地域づくりに

よる一次予防への転換を図り 13)，今後地域診

断をもとにした地域づくりを重視する方向を

打ち出している 14)．さらに「高齢社会対策大

綱」においては高齢者の社会参加を促進し，

2020 年までに高齢者の社会参加割合を 80％

にするという数値目標を提示している 15)．し

かし，認知症リスクや社会参加に関わる市町

村格差に関する研究は十分に報告されていな

い． 

そこで本稿では，第 1 に，地域に住む高齢

者の物忘れのある人の割合にどの程度の市町

村間の差があるのか，第 2 に，物忘れがある

人の割合と，高齢者の社会参加，社会的ネッ

トワークおよび社会的サポートの割合などの

間に，どの程度の相関関係があるのかを検討

した． 

 

B. 研究方法 

1．用いたデータ  

2013年に実施された109市町村（N=359,822

人）の日常生活圏域ニーズ調査（以下，ニー

ズ調査）を用いた． 

 

2．用いた変数  

1）物忘れ  

「周りの人から物忘れがあると言われてい

る」と答えた者を「物忘れあり」とみなした． 

 

2) 社会参加 

ボランティアの会，スポーツの会，趣味の 

会，老人クラブ，町内会・自治会，学習・教

養サークル，見守りが必要な高齢者支援活動，

介護が必要な高齢者を支援する活動，子育て

の親を支援する活動，地域の生活環境の改善

（美化）活動のいずれかに年数回以上参加し

ていることを「社会参加あり」の者とみなし

た． 

  

3) 調整変数 

市町村別の単身高齢者割合，高齢者有業率，

最終学歴中学校以下の高齢者割合，課税対象

所得を地域調整変数として用いた．なお，本

研究は星城大学研究倫理委員会の承認（2015

C0013）後に実施した． 

 

C. 研究結果 

1．市町村間の物忘れがある人の割合 

109市町村の359,822人の中で「物忘れがあ

る」と答えた人は56,087人（16.8%）であった．

市町村単位で見ると，「物忘れがある」人の

割合の平均値は17.1％で，最小は7.8%，最大

は37.2%であり，市町村間に29.4%ポイントの

差が見られた（図 1）． 

 

2．市町村別「物忘れがある人の割合」と「社

会参加」との偏相関分析 

市町村別に，物忘れのある人の割合と社会

参加，社会的ネットワークおよび社会的サポ

ートとの相関関係を検証した．その結果，社

会参加や社会的ネットワーク，社会的サポー

トの割合が多い市町村は物忘れの割合が少な

いといった相関が認められた（p<0.05）（表 

2）． 

 

D. 考察 

1）物忘れがある者の割合が小さい地域は，社

会参加する者の割合が大きい 

今回，要介護認定を受けていない65歳以上

の高齢者を対象に行った日常生活圏域ニーズ
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調査の109市町村のデータを用い，市町村別の

物忘れと社会参加，社会的ネットワークおよ

び社会的サポートとの関連を検証した． 

その結果，「物忘れがある」と答えた者の割

合は，市町村間では最大29.4%ポイント（7.8％

～37.2％），4.8倍の差が見られた．そして，

物忘れがある者の割合とは，社会参加や社会

的ネットワークおよび社会的サポートが多い

ほど負の有意な相関関係が認められた． 

これまでの個人レベルを分析単位とした認

知症リスクの研究では，社会参加や社会的ネ

ットワーク・社会的サポートが物忘れや認知

症発症と関連があることが報告されている 6)．

要介護リスクの研究では，社会参加する者は

不参加者よりも4年後の要介護認定率が低い

ことが報告されている 13)．今回，市町村レベ

ルで見ても，物忘れがある者の割合と社会参

加者の割合との間に負の相関関係がみられた

ことから物忘れには個人レベルだけでなく，

市町村レベルの地域診断指標としての妥当性

を持ち，これをもとに地域づくりを行うこと

が効果的である可能性が示唆された．  

 

E. 結論 

本研究では，109市町村のニーズ調査のデー

タ分析から物忘れと社会参加等との関連につ

いて市町村レベルで検証を行った．その結果，

物忘れがある者の割合は市町村間に約4.8倍

の格差があること，さらに，物忘れがある者

の割合と社会参加する者の割合との間に負の

相関関係があることが明らかになった．  
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表 1 分析に用いた変数  
項目  平均  

（範囲）  
物忘れ  周りの人から「いつも同じ事を聞く」などの物忘

れがあると言われますか  
17.1% 

(7.8%-37.2%) 

社会参加  
町内会・自治会に年に数回以上参加している  44.9% 

(11.4%-73.7%) 

趣味の会・グループ等に年に数回以上参加してい

る  
38.3% 

(20.3%-50.6%) 

地域の生活環境の改善（美化）活動に年に数回以

上参加している  
33.3% 

(9.6%-59.7%) 

スポーツ関係の会・グループ等に年に数回以上参

加している  
28.8% 

(10.8%-42.9%) 

収入のある仕事を年に数回以上している  27.0% 

(8.3%-43.8%) 

ボランティアの会・グループに年に数回以上参加

している  
25.1% 

(6.0-43.9%) 

老人クラブに年に数回以上参加している  23.9% 

(5.8%-55.3%) 

学習・教養サークルに年に数回以上参加している  16.7% 

(8.2%-29.1%) 

見守りが必要な高齢者支援活動に年に数回以上参

加している  
9.9% 

(3.6%-32.7%) 

子育ての親を支援する活動に年に数回以上参加し

ている  
7.4% 

(2.6%-13.1%) 

介護が必要な高齢者を支援する活動に年に数回以

上参加している  
7.1% 

(3.2%-21.4%) 

社会的  
ネットワーク  友人・知人と年に数回以上会う  90.4% 

(66.3%-100%) 

社会的  
サポート  情緒的受領  あなたの心配事や愚痴を聞いてくれ

る人がいる  
94.1% 

(73.8%-100%) 

情緒的提供  反対に，あなたが心配事や愚痴を聞

いてあげる人がいる  
91.7% 

(84.6%-100%) 

手段的受領  あなたの看病や世話をしてくれる人

がいる  
95.1% 

(87.4%-100%) 

手段的提供  反対に，看病や世話をしてあげる人

がいる  
83.1% 

(71.0%-100%) 

地域変数  
単身高齢者割合 1 10.1% 

(5.0%-28.3%) 

高齢者有業率 1 1,760 人 

(3.4-18253.7 人) 

最終学歴中学校以下の高齢者割合 1 46.6% 

(11.4%-84.0%) 

課税対象所得 2 292,177.8 

(536-6,817,509) 
1：平成 22 年国勢調査より算出．単身高齢者・就業している高齢者・最終学歴が中学校以下の高齢

者を高齢者数で除して算出  
2：統計でみる市町村のすがた（2010 年）より算出．課税対象所得を納税義務者数（所得割）で除

して算出  
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図  1 市町村別に見た物忘れのある人の割合  

 

 

表  2 「物忘れあり割合」指標と「社会参加・社会的ネットワーク・社会的サポ

ート指標との偏相関係数  
項目  物忘れ  p 
物忘れ  物忘れあり  1  

社会参加  ボランティア  -.24 < 0.05 

スポーツ会  -.58 <0.001 

趣味会  -.64 <0.001 

町内会・自治会  -.32 <0.001 

学習・教養  -.37 <0.001 

美化活動  -.23 < 0.05 

収入のある仕事  -.36 <0.001 

社会的ネットワーク  ソーシャルネットワークあ

り  
-.22 < 0.05 

社会的サポート  手段的サポートの提供  -.41 <0.001 

情緒的サポートの提供  -.21 <0.001 

 
 

 

 


